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第５章　工事管理

はじめに

工事管理の要素には、無事故・無災害で工事を遂行するための安全管理、決められた期限内に工事を完了するための工程管理、仕様通りの性能・品質を確保するための品質管理、ローコストで工事を実行するためのコスト管理などがある。この中で優先順位をつけるとすれば、安全管理が最も重要である。

本テキストでは、高圧ガスや危険物を扱うプラントの補修工事、新設工事での経験に基づき、工事管理、特に安全管理に重点を置いて説明する。

１．工事管理全般

1.1 工事計画

  工事の規模がある程度大きくなると、工事計画書を作成して、工事の全体像を明確にする必要がある。工事に関わる人間は、工事着工前に工事計画書をよく読み、内容を十分把握・理解し、疑問点・問題点があれば事前に解決しておかなければならない。

  工事計画書には、工事場所、工事内容・工法、工事管理および安全管理組織、工事工程、安全管理方法、品質管理方法などが網羅される。

　1)　工事場所

  工事場所だけでなく仮設事務所、プレファブ場、資材置場等の位置・広さも確認し、どこでどんな作業が発生するかを把握し、まわりの設備・環境への影響を考える。

　2)　工事内容・工法

  どの様な工事がどの様な工法で行われるか概要説明し、どの様な危険作業が発生するか予測する。必要があれば工法の変更も検討する。

　3)　工事管理および安全管理組織

  要所に責任者が配置されているか、工事責任者、安全管理者の人数は十分であるか検討する。工事責任者の資質・経歴が十分であることも確認する。

　4)　工事工程

  工事全体の工程表を作成し工事全体を鳥瞰するとともに、どの時期、どんな工事が行われるか把握し、他の工事と輻輳しないか、上下作業等の危険作業が発生しないか、工程に無理はないか検討する。

　5)　安全管理方法

  安全管理の方針・方法は適切で、具体的に実行できるものであるか。緊急時の対策、緊急連絡網も明記する。

　6)　品質管理方法

  品質管理も方針・方法に具体性が必要である。整理・整頓、一仕事・一片付けなどは安全管理にも品質管理にも通じる。

　7)　その他

  必要に応じて、仮設事務所の設置場所・大きさ、プレファブ場の場所・面積、仮設

電源の設置場所・必要電力（kVA）、稼働人員計画表等を盛り込む。

1.2 施工要領

工事計画が工事全体を対象とするのに対して、施工要領は、基礎工事（杭打設、鉄筋・型枠、コンクリート打設）、据付工事、配管工事など、個々の工事の作業手順・要領を具体的・詳細に示すものである。

施工要領書には、工事概要、施工要領、使用機械、安全対策、工事管理組織表、緊急時連絡体制、工事工程表、作業者名簿、施工図などが含まれる。

1)  工事概要

  　　工事名称、工事場所、着工および完成日、工事の概要を記述する。

2)　施工要領

  使用する資材・工具、施工中の養生方法、試験・立会時期など、工事の内容と流れを具体的に示したもの。

3)　使用機械

  　　工事に使用する重機・工具を記し、必要に応じてカタログを添付する。

4)　安全対策

  　　施工内容に応じた安全対策、必要な保護具などを明示する。

5)　工事管理組織表

  工事責任者、工事担当責任者、安全衛生責任者、施工会社の責任者などの工事管理組織表を明示する。

6)　緊急時連絡体制

  　　緊急時の連絡先、連絡網を記載する。

7)　工事工程表

全体工程表をブレークダウンした、工事項目ごとの詳細工程表を添付する。

8)　作業者名簿

  　　資格の必要な作業については、有資格者名簿と資格免許の写しも添付する。

9)　施工図

  　　施工内容を理解するため、必要に応じて施工図面を添付する。

1.3 工事着工許可条件

  工場内で工事を実施する際に必要な許可条件は、業種により異なるが、例として次のものを揚げる。

  1)　入構者安全教育

  工場内で作業するすべての人は安全教育を受講し、受講終了を示すワッペンをヘルメットに貼らなければならない。安全教育の内容は、工場内で扱っている危険物の性質、工場内のルール等安全を確保するために必要な事柄。受講者の理解度を確認することも大切である。

2)　火気使用許可

  工場内で火気を使用して工事を行う場合は、工事を請け負った施工会社は火気使用許可書に、工事件名、工事内容、火気使用場所、火気の種類、火気使用期間等を記載して、工事着手の数日前に保全管理部門に提出する。保全管理部門で火気使用許可条件を記入した後、運転管理部門で記載事項を確認し、さらに許可条件等を付して、保安管理部門で安全性を総合的に確認し許可を出す。

  現場工事着手の時は、火気種類や環境等の条件に応じて、保全管理部門、運転管理部門、保安管理部門が現場立ち会いを行い、安全を確認してから火気使用を開始する。

　火気使用許可書の参考例を章末に添付した。（図５－２）

3) 容器（タンク）内作業許可

容器の中に入り、清掃・修理等の作業を行う場合は、作業の施工会社は、容器内作業許可書に、作業場所、作業内容、作業時間、作業者全員の氏名等を記載して、作業着工の約１週間前に保全管理部門に提出する。この許可書は単独で提出されるものでなく、工事実施許可書と合わせて審査される。保全管理部門で許可条件を記入した後、運転管理部門に回す。運転管理部門は容器内で安全に作業が出来るように、容器内の洗浄、連絡配管の縁切り、空気置換を確実に行う必要がある。容器内作業は人命に直接関わることだけに慎重に安全対策を検討しなければならない。

容器内作業許可書の参考例を章末に添付した。（図５－３）

4)　掘削作業許可

  工場敷地内の地下には、電気ケーブル、計装ケーブル、配管等が埋設されているため、基礎工事等で許可なく掘削すると思わぬ災害を招く。このため、掘削が必要な場合、施工会社は掘削許可書に、掘削場所、掘削方法などを記載して提出し、関係部署による現場確認および承認を得てから掘削を行う。

5)　その他

電気機器使用許可、重機使用許可等、必要に応じて手続き要領を策定する。

1.4 工事着工前打ち合わせ

  工事着工の１～２週間前に運転管理部門、保安管理部門、保全管理部門、施工会社が集まり打ち合わせを行う。打ち合わせでの主な確認事項は次の通りである。

1)　工事期間

2)　適用法規

3)　危険度区分

  工場内を危険度に応じて予めエリア分けし、また、工事内容に応じて危険度を考慮することにより、その工事の危険度を位置づける。

4)　火気の種類

車両、発電機、グラインダー、溶接等の使用する火気の種類

5)　使用機工具

使用する機械・工具が裸火を発生する物かどうかを認識する。

6)　立会区分

  　　危険度区分に応じて、毎日の工事開始時の立会方法等を決める。

7)　施工方法

  工事の具体的な施工方法を説明し、工事着工前に準備すること、工事管理の方法、安全対策を確認する。

1.5 工事着工

  工事を行う前に、工事の対象となる施設は運転管理部門から保全管理部門に引き渡す必要があるため、引き渡しの条件を両者で確認する。

1)　引き渡し範囲

  特に、施設の一部分だけを引き渡す場合は、施設のどこで縁を切るかを明確にする必要がある。また、縁切り方法や縁切り箇所の管理方法については、管理要領を作成し責任の所在を明確にする必要がある。

2)　引き渡し条件

  　　引き渡される部分の状態、引き渡される部分の廻りの装置運転状況等を把握し、工事実施時に必要な対策を確認する。

3)　引き渡し時期

  着工可能日を運転管理部門から保全管理部門に書面で連絡する。特に機器開放等では、間違って機器を開放しないよう機器毎に着工可能日を明記する。

1.6 工事完成

  工事完了後、施設が再び保全管理部門から運転管理部門に引き渡される時、工事完了の確認を両者で行う。

1)　内部確認

  塔槽類内部等で工事が行われた場合、塔槽類のマンホールを閉止する前に、運転管理部門、保全管理部門必要に応じて設計部門は内部の確認を行い、設計通り製作されているか、工事のやり残しがないか、ウエスや工具が置き去りにされていないかを確認する。

2)　縁切り箇所の復旧

  縁切り箇所の復旧を確実に行う。縁切り箇所の復旧方法も、管理要領に明記する必要がある。

２．工事管理体制

2.1 工事管理組織

  事業所で工事を実施するには、前述したように「安全管理」、「品質管理」、「工程管理」、「コスト管理」などを必ず実施しなければならない。これらを管理するには、運転管理部門、保安管理部門、検査部門、保全管理部門が、工事について自部門の役割を完全に果たし、各部署が協力体制を築かなければならない。そのため工事管理組織が必要になる。

1)　各部署の役割

(1) 運転管理部門

①工事箇所の確認

②運転中の装置・設備と工事箇所の縁切り方法を決定（仕切板取付け場所の決定など）

③工事箇所の残油、ガスなどの処理

④工事箇所廻りの環境整備（火気使用時の排水口シール場所を決定）

⑤工事箇所の、窒素パージ、スチームパージの実施

⑥火気使用時の立ち会い

⑦工事箇所の監視

⑧工事現場周囲の装置の運転状況等、環境把握

⑨工事後の工事完成確認（機能および操作の確認）

⑩試運転などの実施

(2) 保安管理部門

①高圧ガス保安法、消防法などの申請が必要かのチェック

②工事内容が法令基準に適合しているかのチェック

③工事中の安全に関するアドバイス

④火気使用時の立ち会い

⑤酸欠測定

　(3) 検査部門

①工事に関する適正な検査内容の立案

②立案された検査項目の確実な実施

③充分な品質が維持されているかのチェック

(4) 保全管理部門

①工事を実施するための計画立案

②工事工程の作成

③施工会社の管理・監督

④工事施工中の総括的な工事管理（各部門との連絡・調整など）

⑤火気使用時の立ち会い

⑥品質管理

⑦工程管理

⑧試運転の立ち会い

2)　施工会社管理体制

  工場内で工事を実施するには施工会社の協力が必要となる。施工会社の管理・監督は保全管理部門が行う。

(1) 工事実施前の管理

①所内で工事を実施する施工会社の責任者以下作業員に至るまで入構者教育を行う。

②工事を行う作業員の名簿を提出させる。

③施工会社の組織を提出させる。

④工事責任者と工事内容を打合せ、工事管理・安全対策などの確認を行う。

⑤施工会社と保全管理部門の施工管理区分を決める。

⑥緊急連絡網を作成し提出させる。

⑦工事責任者の工事経歴、資格などの適性を確認する。

⑧作業員についても同様に確認する。

(2) 工事中の管理

①工事実施前に決めた施工管理区分を確実に実行しているか確認する。

②施工会社の実績工程をチェックし工期が遅れないよう管理する。

③施工会社の安全対策が工事計画書通り実施されているか確認する。

④工事責任者の指示事項が先端作業員まで徹底されているか確認する。

⑤工事が仕様書および図面通り実施されているか品質を確認する。

⑥工事場所が作業しやすい環境であるか確認する。

⑦作業員が責任者の指示通りの作業を実施しているか確認する。

⑧翌日予定表を運転管理部門、保全管理部門、保安管理部門に配布する。

(3) 工事完了後の管理

①仕様書、図面通りであるか確認する。

②施工会社の評価を行う。

3)　工事規模による管理体制

  工事規模が大きくなると作業員の人数が増加するため、各管理部署および施工会社工事責任者の人数も増加する。このため保全管理部門を総括管理とし工事管理組織を充実させ、定例的に会議などを開催し調整・連絡などの打合わせ決定事項を各関係部署が確実に実行する事が順調な工事の完成に繋がる。

2.2 工事の規模と管理方法

  工事を計画・実施する場合においては企業としての管理ルールが明確に確立され、ルールが守られていることが重要である。

  役割分担（どこの部署が何をするのか）が明確にされていること。また、実行予算区分についても明確であることが必要である。　

  工事の規模としては、大きく分け日常突発的に発生する小規模な工事である日常保全工事と、計画的に実施される定期点検補修工事、新設工事、建設工事等の大規模工事があり、それぞれに応じた管理方法が確立されている必要がある。それぞれの管理方法について以下に記す。 　　

1)　工事実施手続き要領

  日常保全工事、定期点検補修工事、新設工事、建設工事それぞれに関わる工事実施手続き要領を定め、工事の実施に際しての各部署の担当区分を明確にする。

(1) 工事の請求、施工要領・工事計画書の作成

①工事の請求（起票）はどこの部署がどうやって行うか。（例：運転管理部門が補修工事請求伝票を発行し予算担当部署を経由して保全管理部門へ送付する。）

②施工要領・工事計画書の作成はどこの部署が行うか。（例：保全管理部門が作成し関係部署へ送付する。）　

(2) 工事の立ち会い　　　 　

  運転管理部門、保安管理部門、検査担当部署、保全管理部門の立ち会い区分を明確にしておくことが必要である。

(3) 工事の引き渡し

  工事対象設備の引き渡し方法の明確化を図る。（連絡伝票の発行・提示や工事引き渡し札の現場掲示等）

(4) 提出書類の承認および諸手続き

工事上必要な提出書類を提出させることを明確にしておく。

(5) その他、以下の事項の運用方法を明確にしておく必要がある。

①工事に必要な法定資格者の確認

②工事着工前の事前打ち合わせの実施

③翌日工事予定表の提出と運用方法の設定

④検査区分表と検査業務担当の明確化

⑤検査合格通知の運用方法の明確化

⑥工事完成通知の運用方法の明確化　

　2)　工事の規模に応じた管理方法

　(1) 日常保全工事

　　　日常保全工事とは、ここでは、１～２日で完了する小規模の補修工事を意味する。

工事実施上の管理は、日常補修工事伝票を運転管理部門にて発行し保全管理部門が

　　現場確認の上、必要指示事項を施工要領書に記載し施工協力会社に発注する。

　　　（施工要領書は様式を設定し、ブランクフォーム化しておくと良い。）

　(2) 定期点検補修工事

  定期点検補修は設備の法定点検の他、定期的に必要な設備の開放点検補修を計画的に行うもので、装置全体を停止して行う場合が多いが稀に装置を部分停止して行う場合もあるので、工事の全体計画を立てる段階で関係部署により工事の範囲、必要な仮設条件、安全対策等を加味した計画を立てる必要がある。　

　(3) 新設工事・建設工事

  新設や建設工事は、一般に特定のエリアでの工事となり稼働中の設備と隔離して行うケースと稼働中の設備に隣接して行うケースがあり、周囲の条件に応じた安全対策（仮設防火塀、下水シール、ガス検知器設置等）を関係部署と事前に協議し、その運用を図る必要がある。

  また、既設設備との接続工事では、既設側の縁切り、ラインパージ等を計画段階でプレファブ図、テストシート、縁切り位置図等で確認するとともに仕切板リスト、施工指示書、現場での識別表示等で必ず確認し、安全を確保する必要がある。

　(4) その他

  配管工事で既設配管と関わる工事（新設・補修工事）が発生する場合は、既設配管との縁切り方法を明確にし、工事を計画する必要がある。以下に確認事項を記す。　

  　①既設配管の流体は？　可燃物、危険物か

  　②ラインパージは確実にできるか？

  　③滞液処理の方法、滞液量は？

  　④仕切板挿入の要否は？

  　⑤接続継ぎ手の方法は？　（フランジ継ぎ手、ネジ込み継ぎ手等）

  　⑥溶接等の火気が必要か？

  　⑦粘土シール、ヘキサプラグ工法の採用の要否

    　この場合も、各関係部署の役務区分を明確にしておくことが必要である。

2.3 毎日の工事管理

　　　一日の工事管理の流れは以下の通りである。

　1)　翌日予定表の提出

  　　施工会社は工事実施の前日に翌日予定表を保全管理部門に提出する。

翌日予定表の内容は、具体的工事項目・作業内容、職種別予定人数、火気使用の有

　　無と立会時刻などである。

  　　翌日予定表は、当該工事に関係する部門に漏れなく配布する。

　2)  当日の工事実施確認

  前日に提出された翌日予定表通り工事を行うかを再確認する。

  天候等の理由により工事内容が変更される場合は、その旨関係部署に連絡する。

　3)　作業安全指示書の確認

  施工会社は作業安全指示書を保全管理部門に提出する。

  保全管理部門は当日の工事項目および安全対策（保護具の使用等）が作業安全指示書に明記されているか確認する。

  作業開始前に、作業員は作業安全指示書の内容を確認し、サインする。

　4)　工事管理板

  保全管理部門で工場全体の工事項目が一覧できる工事管理板を用意し、工事名、施工会社名、工事期間、担当者等を記入する。工事管理板には工事着工、火気使用の有無を表示する欄を設ける。毎朝、着工前に各工事の欄にマグネット等をつけて工事中である旨表示する。

　5)　工事管理札

  工事毎に工事名と施工会社名が記入された工事管理札を2枚準備する。そのうち１枚の札については、施工会社が毎朝保全管理部門および運転管理部門で札にサインをもらい工事開始の最終確認とする。サインされた札は運転管理部門の制御室に掛けておき、当日の工事が完了した時点で回収して保全管理部門に戻す。もう一枚の札は工事期間中、工事現場に掛けておく。

　6)　ＫＹ活動

  着工前にＫＹ活動（危険予知訓練）を行う。工事監督者も極力参加する。参加できない場合でも、ＫＹ活動実施内容をＫＹボードで確認し指導する。

　7)　火気工事の着工立ち会い

  火気を使用する場合は、保安管理部門、運転管理部門、保全管理部門の３者による立ち会いを行う。立ち会い時は以下の事項を確認する。

　(1) 排水溝等ガスが滞留・流入するおそれのある箇所のシール

  (2) 火気使用箇所の仕切板等による縁切り

  (3) 仕切板挿入位置が予め作成したリスト通りであるか、仕切板に仕切板管理札は取り 付けてあるか。

  (4) 火気使用箇所のパージ

  (5) ガス検知器によるガス検知

  (6) 火気工事箇所付近に可燃物はないか。

  (7) 消火器は準備してあるか、消火器は有効期限を過ぎていないか。

  (8) エンジンウエルダー、ガスボンベ等の始業前点検実施の有無

  (9) 確認事項がすべて満たされていれば、３者が火気使用許可証にサインし火気使用工 事を開始する。

　8)　塔槽類等の内部作業の着工立ち会い

　(1) 内部作業を行う機器に接続する配管は、全て仕切板等により縁切りされているか。

　(2) 仕切板挿入位置が、予め作成したリスト通りであるか、仕切板に仕切板管理札はついているか。

  (3) 内部の酸欠・ガス検知の結果を全てのマンホールに貼り、測定結果を明示する。検知結果が不合格の場合、トラロープ等で入槽できないような措置をとり、入槽禁止札を取りつける。

　(4) 作業内容に応じた保護具の使用

　9)　プラント内機器点検工事の着工立ち会い

　(1) プラント内で機器（ポンプ等）を分解点検する場合、点検する機器に工事着工許可札がついていることを確認する。（運転管理部門で取り付ける。）

  (2) ブロックバルブが閉止され、開放禁止札が付けられていることを確認する。また、内部に残圧、残油がないことを確認する。

  (3) 必要な仕切板が挿入されているか確認する。

  (4) 流体によっては水洗等の実施を運転管理部門に依頼する。

  (5) モーターの元電源および手元スイッチOFFを確認し、電源OFF札が付けられていることを確認する。

  (6) 使用工具がノンスパーク工具（ベアロンハンマー等）であることを確認する。

　10) その他の工事（保温、塗装、足場等）

  　　工事範囲の確認、保護具の使用徹底、周囲の状況をチェックする。

　11) 立会基準の明確化

  工事中の立ち会いは、工事の内容により差があるので立ち会い基準を明確にしておき、その基準に従う。（例：火気使用の種類に応じた立ち会い区分の設定等）

　12) 作業の終了

  当日の作業が終了したら、施工会社は運転管理部門に工事の終了を告げて工事札を回収する。次に保全管理部門に工事札を戻し、工事終了を告げて、工事管理板のマグネットを取り外す。

2.4 工事役割分担

  保全工事の実施にあたり、前に述べた工事管理体制の確立が必要であるが、それに付随する各々の役割と責任を明確にし、工事を実施することが安全を確保する上で重要な要因となる。

　1)  組織と役割

  一般に企業組織は「装置・設備の運転・管理」・「安全・保安管理」・「設備の維持保全」等それぞれの専門分野に分けられている。

  特に「安全・保安管理」部門は諸法規により独立した組織にすることが求められている例が多い。

　(1) 「装置・設備の運転・管理」は、設備の役割・形状・配置・内容物に対する知識を有し、内容物の扱いに対し専門的な役割を担う。

　(2) 「安全・保安管理」は、高圧ガスや危険物・毒物に関する労働災害の防止や災害の発生を未然に防止するための対策および発生時の対策などの専門的な役割を担っている。

　(3) 「設備の維持保全」は、設備本来の能力を維持または高めるために行う工務・工事・建設等の技術的な役割を担っている。

　2)　役割と責任を明確にする必要性

 　　 図５－１に、ある配管に不具合が発生し修理が必要となった場合の例を示す。


　　　　　不具合部　　　　　　　⑥　　運転管理［Ｃ］ ②　運転管理［Ｂ］

　　　　　　　　　　　　×

　　　　　　　①　⑦　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④　　③　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤

　　運転管理［Ａ］運転管理［Ｃ］


図５－１　修理個所のバルブシート

　(1) 図の×部に不具合が発生した場合、その配管を隔離するには

  運転管理［Ａ］は①のバルブを閉止する。

  運転管理［Ｂ］は②③のバルブを閉止する。

  運転管理［Ｃ］は④⑤のバルブを閉止し、⑥のガス抜き弁を開放、⑦の液抜き弁を開放し、配管内の内容物の処理を行う。

  以上のように運転管理部門が異なる場合は、それぞれが責任を持ってバルブを閉止し、運転管理［Ｃ］は主管となって、運転管理［Ａ］および運転管理［Ｂ］の作業が終了したことを確認する必要がある。

　（運転管理部門に於ける、主管の明確化と作業内容の認識統一）

　（①から⑤のどのバルブを止め忘れても不具合の修理はできない）

(2) 運転管理［Ｃ］は不具合部及び関連配管内の内容物を処理した後、保全管理部門に隔離するための仕切板の挿入を依頼する。仕切板はバルブ①～⑤の不具合側にそれぞれ挿入する。仕切板挿入時は運転管理［Ｃ］と保全管理部門の相互による安全確認を行う。

  ・運転管理［Ｃ］による仕切板挿入リスト作成、仕切板許可札の設置

  ・保全管理部門に対する、運転管理［Ｃ］の許可責任

・内容物の噴出やガスの吸引による災害の発生を防止する

　(3) 運転管理［Ｃ］は不具合部で保全作業（火気使用など）を実施しても問題無いか再確認を行う。作業許可できない場合は再度内容物の処理を行う。

・運転管理［Ｃ］による内容物の処理責任

・内容物未処理による噴出・火災・爆発・人災等の未然防止

　(4) 内容物処理後運転管理［Ｃ］・保全管理部門・保安管理部門が各々の立場で工事着工が問題ないか立会の上、確認を行う。

　　運転管理［Ｃ］…　内容物の処理が完了しているか周囲設備の状況に異常は無いか等

  　保全管理部門　…　保全機器・器具（溶接機のアース、ガスホースコネクションの漏

　　　　　　　　　　れ等）の安全対策は良いか、周囲の排水溝シールは良いか等

　　保安管理部門　…　第三者的立場から工事に着手して問題は無いか等を互いに確認し、

                    着工する。

　　　前記３部門による着工許可証へのサイン、保全管理部門への設備引き渡しおよび工事着工の許可責任、工事が安全に行えるかの最終確認を行う必要がある。

　(5) 工事期間中の運転管理［Ｃ］と保全管理部門が前項 (4)の内容を毎日確認する。

  (6) 工事完了後、運転管理［Ｃ］と保全管理部門で確認し、設備を引き渡す。

　　　（工事完了の確認後、両者でサインを行う）　

  (7) 仕切板の取り外しを前項 (2)同様に実施し、引き渡しを完了する。

　　　（仕切板を全て取り外したかは、リストにより確認する。）　

　以上、何れも役割と責任が明確な場合は想定される災害を未然に防止することができる。しかし、この一連の作業で何時、何処で、誰が、何を、如何にするかが不明確であったり、一つの部署で全ての判断を行えば必ず妥協や油断が発生し、大きな災害の発生を容易に想像することができる。

　3)　作業に於ける役割基準

  前項で必要性を述べた通り、発生した事象について何時、何処で、誰が、何を、如何にするかを事前に決定しておく事が最も重要である。

　また、一つの行動に対し事前連絡と事後の確認・連絡方法も責任の所在を含め決定しておくことが必要である。

　本項では複数による立会確認の方法を記したが、連絡書の発行や許可札の掲示など種々の方法があり、個々の置かれた環境により選択する事が大切である。

３．安全管理

  工事を遂行するためには、安全管理が重要なウエイトを占める。人身・物的事故、災害が発生する事により工事は中断・停止され、納期に影響を及ぼすと共に、内容によっては社会的な信用をも失い企業のイメージを損なうことになる。

  法律で定められていることを基本に、各企業の業務内容に合った安全管理体制を確立して安全管理を行う必要がある。

3.1 安全管理体制

  安全管理でハード面は現場での管理、ソフト面は安全管理体制が受け持つ。

  立派な管理組織や規程・要領書があっても、活用されなければ安全は確保されない。

　1) 法規制

　　　高圧ガス保安法，労働安全衛生法，消防法等安全に関して概略を記する。

　(1) 高圧ガス保安法

  高圧ガス保安法の「第三章　保安」は、危害予防規程，保安教育，保安統括者、保安技術管理者および保安係員等、高圧ガスの製造に係る保安に関して定めている。

  各企業は、法に基づき危害予防規程を定め、人的および物的損傷を防止し、公共の安全確保に努めなければならない。

  工事に関しては「危害予防規程の認可申請等」（17条25）で製造施設の新増設に係る工事及び修理に関することを細目に定めるよう規定している。

  17条25の具体的な内容は、工事を行う上での作業要領書の制定、例えば、「工事規程」「工事実施要領」「危険物作業要領」等の制定や新設、改造および補修工事に際し、保安上重要な設計および施工等に関し、最終的に保安統括者の承認を得るというようなルールの制定である。

　(2) 労働安全衛生法

  ＜第三章　安全衛生管理体制＞

  労働安全衛生法の「第三章　安全衛生管理体制」は、安全衛生管理組織の設置について規定したものである。

  一般的な安全衛生管理組織は、業種、企業規模によって異なるが、「総括安全衛生管理者」「安全管理者」「衛生管理者」「産業医」「作業主任者」を選任して組織とする。

  安全衛生に関する調査審議機関として「安全委員会」「衛生委員会」ならびに「安全衛生委員会」を設置し会の開催を定めている。

  施工会社関連では、一つの場所において、請負契約関係下にある数事業者が混在して事業を行う場合の安全衛生管理として「統括安全衛生責任者」「安全衛生責任者」の選任があり、統括安全衛生責任者は「元方安全衛生管理者」を選任して労働災害防止を指揮させる。

　「元方安全衛生管理者」は協議組織の設置および運営、作業場所の巡視等労働災害を防止するための管理を行う。（法30条）

  協議組織は、各企業に入構している施工会社が組織している、「○○○○安全協議会」がこれに該当する。

  統括安全衛生責任者を選任すべき事業者以外の請負人でその仕事を行う者は「安全衛生責任者」を選任し統括安全衛生責任者との連絡等行う。

　2)　各管理者を選任すべき事業場、規模

　(1) 高圧ガス保安法

  ①第27条の２（関連：第５条第１項第１号に規定する者）

    第一種製造者：事業所毎に保安統括者、保安技術管理者、保安係員選任

　②第27条の３（関連：第27条の21項）

　　第一種製造者：製造のための施設区分ごとに保安主任者、保安企画推進員選任

一般高圧ガス保安規則、液化石油ガス保安規則等では第一種製造者で処理能力により保安統括者を選任しなくてもよい選任不要条項がある。

　(2) 労働安全衛生法　

  総括安全衛生管理者、安全管理者を選任すべき事業場

  ①建設業（代表例） 　　　　：　規模が常時　 100人以上

  ②製造業，ガス業（代表例） ：　規模が常時　 300人以上

  ③その他の業種（上記以外） ：　規模が常時 1,000人以上

衛生管理者は、衛生に関する免許を有する者を事業場の規模により１人～数人選任  する。また業種、規模によって１人は専任の衛生管理者とする。

作業主任者を選任すべき作業は、法14条に定められる作業でボイラーの据付け作業、吊り足場作業等の多くの作業に作業主任者の選任が必要である。

　3)　保安係員､安全管理者、作業主任者の職務

  高圧ガス保安法の保安統括者や労働安全衛生法の総括安全衛生管理者は、事業所のトップが保安、安全に関する総括管理を行うということである。

　事業所トップおよび幹部も適時、安全に関する大会・会議に参加するとともに現場パトロールを積極的に行うことが安全への啓蒙、確保につながる。

　実際に現場で工事の保安、安全管理を行うのは保安係員、安全管理者および作業主任者であり事故、災害防止に重要な役割を担っている。

  保安係員は、工事現場に目を配るとともに、随時パトロールを行って施設の異常有無の確認、工事現場での不安全行動、不安全作業の防止に努める。

  特に、「これくらいはいいだろう」と見逃すのは大きな事故、災害の基になるので即是正の指示、処置をする。

  安全管理者は、工事現場を随時パトロールし、安全に関する技術的および環境問題のチェック､安全な行動、作業の防止に努める。

  作業主任者は、その作業に必要な技能講習を修了した者のうちから選任し、現場で直接作業の指揮をとり安全を確保する。一般的にその作業のチーフ（棒芯）が選任されるが、技能，安全面に疑問がある者は作業主任者から外すことも必要である。

3.2 安全教育

  危険物を取扱う工場で実施している新規入構者に対する教育内容を例として示す。

　新規に入構する人および新たに職務に就く人に対して、安全衛生教育を実施するよう労働安全衛生法により義務づけられている。その基本的思想は、いかに作業員を労働災害から守るかであり、そのために必要な教育を実施することである。

　1)　一般共通事項

  危険物（原油・ガソリン等）や有害物質（硫化水素・苛性ソーダ・塩酸等）など、工場で取扱っている原材料・製品の危険性（可燃・爆発等）または有害性およびこれらの物質の性質・特徴に関する教育をする。

  仮に、これが原子力産業に携わる作業であれば、放射線に関する教育となるであろうし、また、発電所であれば電気関係の教育となる。

　2)　安全保護具について

  作業員を各種の危険要因から守るため、保護具の性能および取り扱い方法に関する教育を行う。

　(1) 高所作業  →  安全帯・保安帽

  (2) 塵埃作業  →  防塵マスク・保護メガネ

  (3) 有害ガス雰囲気での作業  →  防毒マスク  

  (4) 薬品取扱い作業  →  ゴム手袋・保護メガネ等

  これらは、危険物を取扱う工場での一例であり、各種作業形態に応じた保護具の性能と取り扱い方法を熟知することが必要である。

　3)　作業開始前の点検

　　　機材・工具類を使用する前に、機能確認の点検を行う。

　　　以下に主な点検項目を列記する。

　(1) 発電機他電動工具類のアースの設置方法

  (2) 電動機械器具の漏電遮断装置の作動点検

　(3) 玉掛けワイヤー・フック・チェーン等の外観検査

  (4) 各種電気ケーブルの被覆・外装点検

  (5) 工具類の損耗点検

　4)　作業形態毎の規則および注意点

  ここでは、各工事現場における作業形態毎の規則や注意点を熟知させる。

　以下に作業形態別の注意点について示す。

　(1) 火気取扱い作業

      危険物を取扱う工場内では、工事現場周囲の環境の変化に十分注意を払わなければならない。一歩間違えれば火災・爆発等に繋がる。

  　　そこで、火気を使用する直前には必ず関係部門立ち会いのもとで可燃性ガスの有無について確認する。また、作業開始後も常に周囲の環境に気を配り、異常を感じた時は直ちに作業を中止させる。

  (2) 危険作業（有害ガス・酸欠）

  　　作業環境が、有害ガス雰囲気（硫化水素、アンモニア、石油蒸気、一酸化炭素等）および 酸欠状態（酸素濃度  18%以下）となる可能性がある場合は、エアラインマスク等を使用する。ただし、作業場所は事前に十分パージおよび換気することが原則である。

  (3) 高所作業

  　　高さが２m以上の場所での作業には作業床を設け、必ず安全帯を装着し使用させる。

  　　仮設足場で作業する前に足場板の結束状況を必ず確認し、未結束の場所を見つけたら直ちに修復するよう指導する。

  (4) クレーン作業

  　　クレーン玉掛けは、免許取得者が実施する。

  　　アウトリガー張出し位置の地盤状況をよく確認し、転倒防止措置をとる。強風時は、

　　作業を中止させる。（強風：10分間平均風速10m/s以上、クレーン則・74条３）

  (5) 掘削作業

  　　埋設物の有無を確認するため必要があれば試掘を行い、埋設物がないことを確認したうえで作業を開始する。

　5)　緊急時における連絡体制および避難方法

  万一、事故を発見した際には、直ちに関係部署（ここでは、発注元となる企業）へ連絡すると共に、予め定められた避難場所へ待避するよう指導する。

　以上、安全教育に最低限必要な項目を揚げた。これらの内容は作業形態により多少の違いはあるが、要するに、作業員を危険から守るための大切な教育である。

3.3 危険予知活動

  大手鉄鋼５社が開発した危険予知訓練（ＫＹＴ）は、中央労働災害防止協会の提唱するゼロ災害活動にも取り入れられ、いまや安全活動の大きな柱の一つとなっている。

  現在では、日常活動に取り入れられ、ツールボックスミーティングにおける危険予知活動（ＫＹＫ）として定着している。

　1)　危険予知活動の目的

  　　危険予知活動の目的は、

  ・作業の状況の中に潜む危険要因を

  ・作業小集団で話し合い、考え合い、分かり合って

  ・行動する前に解決することを習慣づける

  ところにある。ここでいう危険要因とは、労働災害や事故の原因となる可能性のある不安全な行動や不安全な状態をいう。

　2)　安全の先取り

  安全を先取りするということは、労働災害につながる事故発生を未然に防ぐことである。そのためには作業の中に潜む危険要因を行動する前に発見し、把握することが極めて重要となる。

　3)　ツールボックスミーティング

  ツールボックスミーティング（ＴＢＭ）は道具箱のそばで行う話し合いのことで、

  ・作業従事者全員が

  ・作業現場で

  ・毎朝、作業開始前および作業内容の変更時に

  ・短時間で行う

  ミーティングである。日々のＴＢＭにおける危険予知活動は、安全を先取りし不安全な行動や不安全状態の芽を摘む。

　(1) 作業前ミーティング

  　　ＫＹボードを使用し前日のヒヤリハット体験や当日の作業環境を踏まえ「どんな危険が潜んでいるのか」の危険予知活動を実施する。

  (2) 作業中

  　　作業中に問題が発生した時は、直ちに作業を中止して安全を確保し、内容を確認する。また、作業内容が変更されたときは随時ミーティングを実施する。

  (3) 終業時ミーティング

  　　その日の作業前ミーティングにおける危険予測が実際にどうであったか復習し反省する。また、その日のヒヤリハット体験について今後の対策を話し合う。

　4)　ＴＢＭにおける危険予知活動の手順

      危険予知活動はＫＹボードを使用して以下の手順で実施する。

　(1) 危険要因の抽出（どんな危険が潜んでいるか）

  　これから実施する作業に潜んでいる危険要因とそれによって起こりうる現象を「～なので～になる」の形式で出し合う。

  (2) 危険要因の絞り込み（これが危険のポイントだ）

  　出し合った危険要因の中から重要な危険要因を絞り込む。

  (3) 対策の立案（あなたならどうする）

  　絞り込んだ要因に対し、具体的で実行可能な対策を考え全員で出し合う。

  (4) 目標の設定（私たちはこうする）

  　出し合った対策の中から全員で実行する重点実施項目を設定する。

　(5) 指差呼称

　　　設定した重点実施項目を指差呼称により確認する。

　5)　危険予知活動の注意点

  危険予測により現場での安全を確保する危険予知活動であるが、実際の工事現場では同一作業が何日も続き活動がマンネリ化することがある。

  活動を生きたものにするために以下の点に注意する。

　(1) 短時間ミーティングに心掛ける

  (2) 気象条件など作業環境の変化に敏感に

  (3) 全員が自主的に発言する

  (4) 工事監督者はＫＹボードの内容確認および指導を行う。

 3.4  安全パトロール

  1)  目　的

  現場作業の安全管理方法の一つとして、安全パトロールがある。工事責任者および安全管理者を中心として現場パトロールを行うことにより、作業の安全を確保することを目的とする。また、複数の部門で同一現場をパトロールすることにより、隠れた危険性を発見することが可能となる。

　2)　組織およびパトロール周期

  まずその工事の元請会社が中心となってパトロール組織を編成する。現場での作業職種・施工会社が多岐に渡る場合は各業種毎にパトロール員を選出する。選任対象は極力各々の施工会社の工事責任者および安全管理者が望ましい。

  パトロール周期はその現場の工事量によって回数を設定する。

　3)  運　営

  運営手順の一例を以下に述べる。

  まず現場に出る前に当日の作業内容を相互にて確認する。現場が複数職種の場合、パトロール員は各自の監督下以外の現場もパトロールすることになるため、その日の各現場の概要を把握しておく必要がある。

  次に現場に出て巡回を行うが、この際にパトロール員は腕章やゼッケン等を装着し、

作業員にパトロール中であることを知らしめるようにする。これは、安全パトロール中であることをアピールするためで、作業員の安全意識を再確認させる目的がある。

  パトロール中に不安全行動・状態を発見した場合は、その場にて指摘・是正させる。

即改善が困難な場合は、現場責任者に是正指示を行う。この際、自分の監督下以外の作業であっても不安全と思われる点があれば指摘する必要がある。

  一定時間巡回を行った後、反省会を行う。反省会では各自の指摘事項・是正指示を紹介し、各作業エリアでの安全管理ポイントを確認する。未是正の事項については、その工事責任者は後日（または次回パトロール時に）是正完了したことを書面で（元請会社に）報告するなど、フォローアップを確実に行うようにする。

  注意すべき点は、反省会は指摘をするためだけの場ではないということである。パトロールを複数の施工会社で行う場合、遠慮して他社の指摘をしない、または指摘し合って険悪な雰囲気となるようなことがある。これでは安全パトロールの目的を達成することができない。

  幹事役はこのようなことにならないよう、パトロールを運営する必要がある。このためには不安全の指摘だけではなく、模範となるような安全作業があれば積極的に紹介していくことも重要である。

  4)  指摘事項例

  パトロールで指摘が多い事例を以下に紹介する。

  ・安全帯の未使用（「装着」していても「使用」されていない。）

  ・足場板の未結束（足場盛り替えの場合）

  ・労安法で規定されている足場の条件を満たしていない。

  ・整理整頓不十分による作業通路が閉塞されている。

  ・クレーン作業での危険エリア縄張り不足

  ・発動機、溶接機、電動工具等の点検漏れ

  ・仮設分電盤の使用行き先の表示がない。

  ・消火器が設置されていない。

3.5 緊急時の措置

　1)  通報連絡網

  事故・災害が発生した場合、作業者の迅速な避難誘導が必要となる。したがって、事前に緊急時の通報連絡経路を定め、誰が誰にどのような方法で何を連絡するかを明確にしておく必要がある。通報経路は、平日、休日、夜間を想定して設定する。

  また、工事現場が広いエリアである場合、現場に拡声器、サイレンなどを仮設し、作業している人に早期に連絡し、迅速に避難できるようにする。

  2)  避難訓練

  工事がある規模以上で長期にわたる場合、工事開始後の早い段階で、その工事現場での避難訓練を行う。避難訓練では、具体的な災害発生を想定して次の点を確認する。

　(1) 拡声器、サイレンの性能

  音は十分大きいか、工事現場で音の聞こえない場所はないか確認する。

　(2) 誰がどのような経路で現場に連絡するか

      事故災害の発見者から現場工事監督への連絡方法、作業員への連絡方法

　(3) 作業員の誘導方法

  どのような経路で避難するか、作業エリアに応じて避難経路を考えておく。また、高所作業等のケースに応じた避難方法も想定し、いざという時に冷静に対応できるよう訓練する。

　(4) 集合場所

  現場の近くの安全な集合場所を決めておき、その場所で全員避難しているか確認できるようにする。また、避難完了後の待機場所も決めておく。

　(5) 避難時の機器・工具類の取扱い

  避難時の発電機のエンジン、分電盤の電源の切断は誰が行うか、どこまで行うかを決めておく。

3.6 工事監督者の安全衛生管理義務

　1)　作業方法の指示

　部下や作業員が「言わなくてもやってくれるだろう」という安易な態度は許されない。部下や作業員は工事監督を信頼して作業に就いている。信頼を裏切らないように指導する必要がある。

　2)　不安全行為の是正

　部下や作業員が定められた安全基準に違反して作業をしていたり、あるいは不安全な行為や動作をしているのを知りながら黙ってそれを放任することは、監督者はもとより会社もその行為を容認し、やらせたことになる。

　3)　安全設備の使用徹底

　作業上不便だからといって安全設備の不使用を許してはいけない。作業効率よりも、人命尊重・安全優先が絶対の条件であることを忘れてはならない。

　4)　妥協しない

　作業員の希望といえども安全に関しては妥協してはならない。工事監督が「不安」と感じたことは往々にして現実の事態となって現れる。いやがられても注意するのが責任者の義務であり、信念をもって安全・確実な最善の作業方法を指示しなければならない。

　5)　状況に応じた安全措置

　工事現場は、強風・大雨・猛暑・寒冷などの気象条件以外にも不安全の要因は多種・多様存在する。現場における監督者は作業場のその時の状況に応じた適切な安全措置を採る義務があり、そのために現場監督が存在するといっても過言ではない。

　6)　安全確認

　作業上の安全確認は、作業員の経験や常識判断に委ねることなく、自身で行うか、または、部下を指揮して「徹底して」行うことが現場責任者の重要な責務であることを認識する必要がある。

　7)　作業手順の遵守

　作業責任者は、その作業に関し定められた作業手順に従って点検や確認をしてから部下や作業員に所定の作業を命じることが必要である。

　会社には必ず何等かの作業手順書やチェックリストがある。いま一度それをひもとき、作業にあたってはそれらを即座に活用できるように完全に自分のものにして安全の確保に努める必要がある。

　8)　設備の安全対策

　一昔前までは「事故は本人の注意力不足」といって、施設の安全対策よりも「気を付けろ」とか「注意せよ」の精神論のみを強調することで「安全対策」としていた。

　監督者としては単に作業行動上の安全管理に止まらず、物的な安全の完備に努める義務が本来の安全管理と言える。安全管理の決め手は「フールプルーフ」であることを念頭に置き、まず作業環境の安全確認とその整備を行うことから始める。

　9)　現場を離れる場合の安全措置

　作業責任者は、あくまでも安全に作業ができるよう部下や作業員を監視・注意・指示して業務を遂行する義務があり、このことが非常に重要である。

　やむを得ず現場を離れる場合には安全措置を完璧に講じてから離れることとし、安全上特に重要な場合では、決して現場を離れないように心掛けなければならない。

　10) 科学知識

　監督者が作業員を指揮監督するに当たっては、単に経験的なものでなく科学知識に沿った合理的な管理をしなければならない。

　自分が受け持つ作業範囲内での災害防止上予想される科学常識を備えていない者は監督者としての資格に欠ける。

　11) 損害拡大防止

　監督者は、万一災害が発生した場合、その災害による人命・身体の損害の拡大防止を図る義務も負っていることも知っておく必要がある。

　12) 建設労働災害と４つの責任

  建設現場で死亡災害(重体及び重篤災害を含)や重大災害(一度に３人以上の死傷等)あるいは第三者災害等が発生した場合、発生する責任は次の４つに大別される。

　(1) 刑事上の責任

 　 業務上過失傷害・致死(刑法 第211条)あるいは労働安全衛生法違反

　(2) 行政責任

  　「使用停止処分」及び「指名停止等の措置」

　(3) 民事責任

  　被災労働者あるいは遺族からの損害賠償請求

　(4) 社会的責任

  世論、住民感情といった問題

  このように、一つの労働災害が発生すると、「刑事責任」、「民事責任」、「行政責任」、「社会的責任」の４つの側面から問題にされ、建設業の経営者や第一線監督者は、これらの責任を追及される立場に置かれている。

４．工事施工上の注意点

4.1 一般事項

　1)  指示事項

　(1) 労安法(第31条の３)に基づき注文者はその請負人に対し違法な指示をしてはならない。

　(2) 工事の種類・状況・場所・天候・環境に応じて的確な指示を出すことが重要である。

　(3) 工事施工中疑義が生じた場合は、各個人で判断・処置するのではなく、工事担当者の指示を仰ぐこと。

　(4) 特に注意を要する工事

  ①塔槽等（タワー、ドラム、塔槽類、熱交換器、加熱炉、煙道、配管、暗渠、排水桝、

    船槽）その他酸欠または有害ガス，粉塵の滞留するおそれのある設備内作業

  ②運転中、あるいは内部に毒物・危険物およびガス等が存在し、または存在の恐れの

    ある塔槽類・熱交類・回転機械類・配管等の工事

  ③その他災害の発生する恐れのある工事

　(5) 悪天候時の作業禁止（強風、大雨、大雪等）（安衛則第522条）

      高所で作業を行う場合、当該作業の実施について危険が予想される時

　(6) 作業に使用する機械・工具類は、使用前に点検・整備を行う。

　(7) 作業場所の整理・整頓に心掛ける。

  (8) 工事が輻湊するときは、上下作業等発生しないように調整する。

  (9) 指示事項は、必ず文書化する。

　2)　健康管理

　(1) まず、自分自身が心身共に健康であることが大切である。同時に作業する人の健康状態にも気を配り個々の体調を把握することが必要である。例えば、朝のミーティング時に声をかけて、今日のその人の健康状態を確認することも必要である。

  (2) 持病がある人、体調の悪い人には、特殊な作業をさせないようにする。

  (3) 年１回は、定期健康診断を受ける。（安衛則第４４条）

　3)　保護具

　(1) 作業場所において決められた保護具を必ず装着する。

  (2) 毒物・危険物・ガス等の存在が予想される場所においては、あらかじめ保護具を装着して作業にかかるとともになるべく風上で作業をするように心掛ける。

  (3) 保護具は、いつでもすぐ使えるように点検・整備を行い、正しく装着できるように装着訓練を定期的に行うのが望ましい。

  (4) 作業内容に応じて自分の身は自分で守る意識で必要な保護具は必ず装着して作業を行う。

　4)　作業環境

  作業環境を快適な状態に維持管理する（労安法第71条の２）ことは、作業員の健康管理にもつながりまた、公害（臭気・騒音等）防止にもつながる。

  5)  その他

  　・人は一度に複数の刺激を感知することはできない。

  　　一つのことに集中すると、他のことに注意を払えなくなる。注意力は持続しない。

                                                              （３０分法則）

  　・人は誰でも、物忘れする。特に疲労すると物忘れがひどくなる。

  　・人間は生まれつき、誰でもエラーしやすい性質を持っている。

  　・エラーを減らすために必要な安全ルールを習慣化する。

  　・作業の前に刺激を作る。

  　・危険を防止・予知するしくみを作り、活用する。

  　・仕事をネットワークで行う。

  　・ヒヤリハット活動で危険に対する感性を高める。

  　・小さなことを大切にする。

  　・小さなヒヤリで大きく騒ぐ。

  　・小さなトラブルから大きな教訓を得る。

  　・小さな気がかり、小さな疑問を大きく取り上げる。

  　・小さな会話をたくさん持つ。

  　・小さな作業を大切にする。

  　・小さな心使いを大切にする。

  　・小さな情報を大切にする。

  　・小さな改善を大切にする。

  　・小さな変更を慎重に行う。

  4.2 仕切板の管理

  仕切板の取付は機器、配管類の点検および補修時、他関連機器との縁切りを行い工事施工時の安全を確保する事を目的とするものであり、主な仕切板の使用目的について以下に記す。

　1)　仕切板の種類　　　

　(1) 永久仕切板

  　　機器、配管等の使用停止および用途変更により、他関連機器等との縁切りを目的とした仕切板であり長期間の使用に耐える腐れ代を加算した板厚とする。

　(2) 縁切り用仕切板

  　　工事および点検時に、稼働装置や稼働配管との縁切りを目的とした仕切板であり短期間で取り外しを行うため、特に板厚に腐れ代を加算する必要はない。

  (3) 工事用仕切板　　
  　　配管および機器の単体テストを目的とした仕切板であり、テスト圧に十分に耐えられる板厚が要求される。　

　2)　工事計画　　　　

　(1) 仕切板管理リストの作成　　 

　①運転管理部門、保全管理部門は、工事内容および工事方法を協議し仕切板の取付場

　　所、パージ方法を決定する。

　②運転管理部門は、仕切板管理リストを作成し保全管理部門に提出する。

　  （仕切板管理リストには必要に応じて略図を添付する）　

　③仕切板管理リストには取付場所、番号、サイズ、レーティング等を記載するとともに内部流体の種類、残圧確認箇所の有無、エアーラインマスク等保護具装着の要否等も記載する。

　④保全管理部門は運転管理部門より提出された、仕切板管理リストに基づき、仕切板取付場所の確認を行い仮設足場、保温等付帯工事の有無、使用するガスケット等を追記して関係部署に配布する。

　(2) 工事着工前打ち合わせ

    ①保全管理部門は着工に先立ち関係部署と着工前打ち合わせを開催し、仕切板取付場所、立会区分、日程、パージおよび工事方法等の確認を行う。　

　　②保全管理部門は、工事施工会社に仕切板の整備、ガスケット等の手配を指示する。

　3)　仕切板取付

　(1) 滞油処理、残圧確認

  　①運転管理部門は滞油処理が終了し、工事着工が可能な状態で工事管理部署に引き    渡しを行う。

  　②保全管理部門は立会区分により、関係部署と仕切板取付場所の確認を行い残圧等が    無いことを確認のうえ工事に着工する。

　(2) 保護具装着

  残圧が確認された場合は、保護具装着の要否について関係部署と協議する。特に薬品、有毒ガス等の系統の場合は個々の性状に合った保護具を選定する。

　(3) フランジ開放

①ボルト、ナットの取外しは、内部流体に応じノンスパーク工具を使用する。

②ボルト、ナットは一度に外さず、作業性のよい場所数カ所を残しフランジを少し拡げ安全を確認後開放する。

　(4) 仕切板取付

①フランジ面に傷・異物の無いこと、仕切板とガスケットがリストと合っていることを確認後、取付を行う。

②立会者は仕切板取付後、ボルト、ナットが完全に締まっていることを確認し、仕切板管理リストに取付日、立会者のサインを記入する。

③工事期間に余裕がない場合は、事前にボルト、ナットの差し替えを行い、工期の短縮を図る。

　(5) 仕切板取外し復旧

①仕切板取外し時は、バルブ等の中漏れにより内部が加圧されている場合があるため、    取付時に準じてフランジを開放する。

②立ち会い者はフランジ面に傷、異物の無いこと、ガスケットが正規の物であることを確認後にフランジを復旧する。

③フランジの片締め、ボルト、ナットが完全に締まっていることを確認後、仕切板管理リストに取外し日、立会者のサインを記入する。

　(6) 仕切板の管理

  仕切板取付時に、用途、管理部署等を明確にするため仕切板管理札の取付を行う。管理札には「取外し禁止」、「許可なく取外禁止」等の文字を記載し仕切板の目的により色分けし管理部署名を明記する。

4.3 火気使用工事

　1)　工事現場における火災・爆発の危険性

  　　工事現場において火災・爆発の危険性が考えられるのは､次のような場合である｡

　(1) 装置の定修工事時に､可燃性または爆発性物質が存在する場合

  (2) 装置の定修工事または増設・改造工事に際し、隣接装置が稼働している場合

  (3) 工事用資材または機材に可燃性または易燃性のものを使用する場合

　これらの事故は一旦発生した場合､加速的に拡大し重大な災害を引き起こすこととなる｡そのため、発生防止の考慮が特に重要となる｡

  2)  基本的な対策

　　　火災・爆発事故防止の基本的な対策としては以下が考えられる｡

　(1) 要因の調査

  可燃物､可燃性ガス､蒸気等が残存もしくは漏洩し､または侵入した原因や状況を調査し､対策を行う｡

　(2) 可燃性ガスの検知

①可燃性ガス等の常時検知を行い､安全性の確認をする｡

②可燃性ガス・蒸気の確認には可燃性ガス測定器を用いるが､比較的長期となる作業場所またはガスの侵入の恐れが永続的な作業雰囲気においてはガス検知警報設備を設置すべきである｡

　(3) 作業指揮者の選任

  可燃性ガス・蒸気による火災・爆発の危険がある場所での作業においては､作業指揮者を指名し､当該作業の指揮を行わせる｡

  (4) 通風・換気・除塵等の措置

  ①引火性の物の蒸気､可燃性のガスまたは粉塵が存在し､火災・爆発を生ずる恐れが    ある場所については､通風・換気・除塵等の措置を講ずる｡

  ②火気を使用する作業または研磨機・たがねを使用する等火花を発する恐れがある    作業を行うときは､酸素を通風または換気のために使用してはならない｡

　(5) 着火源に対する措置

①爆発の危険のある場所で使用する電気機械器具は､防爆構造のものを使用しなければならない｡

②車両や発電機も点火源となりうる｡

③工具類はノンスパーク製のものを用いる｡

　(6) 修理・改造の方法

  改造・修理等の作業を行う場合には､作業の方法および順序を決定し､あらかじめ関係作業員に周知させる｡また､バルブ・コックを閉止または仕切板を施し､かつ開放禁止の表示を行う｡

　(7) 溶接など火気を使用する際の措置

①油類等危険物の存在する配管または容器に溶接､溶断その他火気を使用する場合には､ 内容物を除去した後でなければ作業してはならない｡

②適切な箇所に消火器を設置しておく｡

　(8) 地下作業現場等での措置

①可燃性ガスが発生する恐れのある地下作業場等においては､ガス濃度を測定する者を指定し､毎日作業開始前にガス測定を行う｡

②可燃性ガス濃度が爆発下限界の25％以上であることを認めた場合には､直ちに作業員を退避させ､点火源となるものの使用を停止し､かつ通風・換気等を行う｡

　(9) 静電気の除去

  危険物の収納､注入設備､化学設備等で静電気による爆発または火災が生ずる恐れがある場合には､接地その他の静電気を除去するための措置を行う｡

　(10)火花の飛散防止

  溶接・溶断・グラインダーの作業または電気のスパークなどによって発生する火花は､すべて可燃性ガスの点火源となりうる｡なお､可燃性ガスの着火実験では、ガス濃度が爆発限界内にあれば飛散した火花によって引火することが確認されている｡したがって､火花の飛散範囲に可燃性ガスがあれば飛散防止対策として防火壁等を設置する必要がある｡

　(11)排水口等のシール

  排水口には引火性物質の蒸気､可燃性のガスが充満している事があり､火災・爆発を生じる可能性が高い｡したがって､土のう等を用いてシールすることが必要である｡

4.4 高所作業

  高所作業を行う場合、足場仮設、安全帯の装着、飛来・落下災害の防止、立入禁止の措置などの対策を講じる必要がある。

　1)　足場仮設

　(1) 足場の組立・解体作業を行う場合、作業環境（障害物など）を考慮し、工事監督者・施工会社責任者・足場組立等作業主任者で施工計画を立案し安全な作業床を設ける。

  (2) 足場の組立・解体作業を行う場合、施工会社の有資格者のうちから足場組立等作業主任者を選任すること。（安衛則565条参照）

  (3) 足場組立等作業主任者は、作業着手前に当該作業に従事する者に対し、安全対策の周知徹底を図ると共に、作業手順・資材の点検・器具工具の点検・上下作業、混在作業の調整・その他必要事項について直接指揮を与える。（安衛則564条、566条参照）

  (4) 高所作業床の端、開口部で墜落の恐れのある箇所には、囲い・手摺・覆いなどを設ける。（安衛則519条参照）

  (5) 高所作業床の端、開口部で手摺などを設けることが困難な場合、または臨時にこれらを取り外す場合は安全ネット（防網）を張り、安全帯を取り付けるための設備を設ける。（安衛則563条３参照）

　2)　安全帯の装着

　(1) 高さが２ｍ以上の箇所で作業をする場合で規定の作業床を設けることが困難な場合、安全ネット（防網）を張り作業者に安全帯を使用させる。（安衛則518条２参照）

  (2) 安全帯をさせる場合は、安全帯を安全に取り付けるための設備を設け、随時点検し異常の有無を確認しておく必要がある。（安衛則521条参照）

  (3) 安全帯は装着前に必ず点検し、ロープが油・薬品などにより硬化したもの、毛ばたち、編み込みの緩み、ロープ・ベルト・フックに損傷などのあるものは使用しない。

  (4) 安全帯は、構造物の柱・はりなどに直接ロープを巻き付けるか、または親綱を設置して使用する。

  (5) 安全帯の取付け位置は、落下した場合に落差が少なくなるよう配慮するなど正しい使い方をすること。

　3)　飛来・落下災害の防止

　(1) 高所作業時で、物体が飛来する危険性のある場合は、飛来防止の措置を講じること。（安衛則538条参照）

  (2) 高所作業時で、物体が落下する危険性のある場合は、防網を設けるなどの落下防止措置を講じること。（安衛則537条参照）

  (3) 資材・部品などの上げ降ろしには、つり網・つり袋などを用い、つり部は緊結しておくこと。

  (4) 高所に仮置きした資材・足場材などは緊結しておくこと。

  (5) 高所にある作業床に、資材・工具などを放置しない。止むを得ない場合は、落下しない場所に置くか、緊結・収納などの落下措置を行う。

　4)　立入禁止の措置

  高所において、足場仮設の設置・解体作業などを行う場合は、部外者が作業場所に立ち入らないように、柵囲い・ロープ囲い・立入禁止の表示を行うなどの措置を講じると共に監視人を配置すること。（安衛則530条参照）

  5)  その他

　(1) 上下作業は極力避けることを原則とするが、止むを得ず行う場合には充分な飛来・落下防止対策を講じること。

  (2) 混在作業となる場合は、予め関係監督者が打ち合わせを行い上下作業が発生しないように調整する。

  (3) 高所作業には熟練者を従事させ、身体不調者は就労させない。

  (4) 服装および安全保護具は、高所作業に適したものを使用する。

  (5) 強風・大雨・大雪などの悪天候のため、作業の実施について危険が予想される場合は、作業を中止させる。（安衛則522条参照）

  (6) 高所作業を行う場合は、作業を安全に行うために必要な照度を保持すること。

      （安衛則523条参照）

  (7) 「立入禁止」「頭上注意」「足もと注意」など危険を防止するための標識を有効に活用する。

4.5 足場仮設工事

  タワー、パイプラック等の高所にて、架台等が設置されていない場所での工事を行う時は仮設作業床を設置する。また、高さ２ｍ以上で作業を行う場合は墜落災害防止のため足場を仮設して作業床を設ける。

　1)  足場の種類（鋼管）

　(1) 単管足場

　①足場用鋼管、足場板、固定ベース金具、継手金具(クランプ)、等の部材にて構成

  ②高さは原則として31ｍまでとし、積載荷重は１スパンあたり400㎏以下とする。

　③部材は鋼管製または、アルミニウム製を使用する。

　④建地間隔は1.8ｍ以下に、梁間間隔は1.5ｍ以下にする。

　⑤布は地上からは２ｍ以内に取付け、２段目からは1.8ｍ以内の間隔とする。

　⑥根がらみは全て取付ける。

  ⑦建地の脚には固定ベースを使用する。また地盤の軟弱な場所は敷板等の養生を行う。

　⑧作業床は作業場所全面(幅0.4ｍ以上)に足場板(隙間3cm以下)を敷設して、番線で固定する。

　⑨手摺りは作業床の床面より高さ0.9ｍ以上とし、中さん付きとする。

　⑩中さんは床面より0.2ｍと0.6ｍの位置にて、建地の内側に取付ける。

　⑪壁つなぎは垂直方向５ｍ以下、水平方向5.5ｍ以下の間隔に取付ける。

  ⑫筋かいは45°内外で自在クランプを用いて、建地と交差するところを必ず緊結する。

　⑬昇降用梯子は床面90°方向に設置する。

  ⑭昇降口は中さんを取付けずチェーンにて取外し可能な構造とする。

　(2) 鋼管吊り足場

  ①足場用鋼管、足場板、固定ベース金具、継手金具(クランプ)、吊りチェーン、番線等の部材にて構成

　②支持用チェーンは足場板４枚以内に各梁ごと必要数配置する。

　③けたは1.5～1.8m間隔に吊る高さの梁下1.2ｍ以下に設置する。

　④根太は1.5～1.8m間隔にクランプにて緊結する。

　⑤手摺りは作業床の幅および梁からの高さを考慮して設置する。

  ⑥吊り足場上では脚立,梯子,踏台等を使用しない。

4.6 容器内工事

  　容器内工事では、塔（タワー）、槽（ドラム、塔槽類）内工事について述べる。

  1)  工事計画

  　　工事実施前に以下の内容を確認する。

　(1) 工事内容、工程、装置内の特殊事情、安全対策について詳細な打ち合わせを行う。

  (2) 請負会社と工事内容、作業手順について確認の打ち合わせを行う。

  (3) 工事の必要資材の仕様、数量について確認する。

  (4) 関連工事等の有無について確認を行う。

  2)  工事着工前の準備

    　運転管理部門は容器内容物を処理し、水洗、スチーミング等を行いパージする。

　　　保全管理部門は工事着工前に以下の仮設計画を検討する。

　(1) 資材、仮設機材設置場所、重機の進入経路および保護養生の確認

  (2) 塔・槽内外部の足場仮設数量の確認

  (3) 仕切板取付、取外し箇所、サイズ、数量の確認

  (4) 工事に使用する機材、工具の準備と整備の確認

  (5) 産業廃棄物の保管、処理方法（硫化鉄スケール、スラッジ等）の確認

  (6) 容器内容物の処理、パージ完了の運転管理部門への確認

  (7) 内部照明器具の確認

  (8) 保温･保冷材の脱着有無の確認

  (9) クレーン車等の重機の選定と手配の確認

  3)  作業主任者の選任

  労働安全衛生法に従い、足場組立等作業主任者、玉掛け作業主任者、酸素欠乏危険作業主任者、その他作業に必要な作業主任者を選任し、作業場所に氏名および必要事項を掲示すると共に、腕章にて関係者に周知する。

  4)  マンホール等の開放

　(1) マンホール等の開放は、残圧、滞油の有無、スチームパージの実施状況および内部温度の低下を確認後実施する。

  (2) ボルトナットの取外しに使う工具は、プラント状態、火気制限がある場合はノンスパーク工具（ベアロン製）を使用する。

  5)  ガス検知

  塔・槽・タンクなどすべての容器に入る場合は、必ず運転管理部門の行うガス検知を受け合格しなければはならない。可燃物、有害物の基本的な除去が行われても、開放直後の容器内は石油ガスまたは蒸気･有毒ガスなどが残留していることもあり、爆発雰囲気、酸欠状態など危険な場合が多い。

  従ってスチームパージ、換気を充分に行い、内部作業が可能な状態にした後にガス検知を行いガス検知に合格した箇所はマンホール付近にその旨表示する。

  内部作業をする場合はマンホール付近に作業中であることを掲示し、監視人を配置し、誤ってマンホールを閉止したり、ガスを導入することのないようにする。

  また、容器内作業に先立ち容器内のガスその他の成分を十分に調査・検討し対応策を立てておく。過去にもこれら容器内ガスによる酸欠トラブルが発生しているので十分に注意する。

  6)  通風・換気

  塔・槽内で溶接・アルミ溶射作業をすると、これに附随してヒュームやCOガスなどが発生する。また硫化水素など有毒ガスを含むスケールを除去する際にも、スケール拡散によりガスが発生するので常時十分な換気を行う。

  また、容器内でアセチレンガスなど可燃性ガスを使用する場合は、休憩時に手元だけでなく元バルブも完全に閉止し漏洩ガスが容器内に充満しないよう注意するとともに換気にも注意する。

  7)  自然発火

  硫化鉄スケール・重質油を含んだウエスや保温材などは大気に触れると自然発火することが多いので注意が必要である。特に硫化鉄スケールは塔・槽内でもマンホール開放により大気と接触して発火する。掃除などにより除去した硫化鉄スケールは水を入れた容器に保管する。

  8)  その他入槽作業上の留意事項

　(1) 圧力テストに使用した窒素ガスまたはプロセス流体などが点検対象の系内に流入しないよう、仕切板その他で点検対象範囲を隔離し取外し禁止などを表示すると共にその実施結果を確認する。また工事の進捗に伴いこれらを変更することがあるのでその都度関係者と共に確認する。

  (2) 必ず2人以上で行動し、緊急時に対応する。

  (3) ボイラーの蒸気ドラムなど底部に開口部がある場合は、ペンその他入槽者の所持品をドラム内に落とすと回収できない構造のものもあるので、所持品は槽外に置き内部に持ち込まないなどの注意を払う。

  (4) マンホールなどの閉止に先立ち内部作業の終了状況および内部に人のいないことを確認する。

  9)  内部部品の取外し

　(1) 塔・槽内のボトムノズルはゴミ、スケール等の異物が入らないように養生をするか、第1フランジを切り離し仕切板を挿入する。

  (2) トレイおよびマンウェイ等の取外し

　①取り外すトレイに番号札を取付ける。また合いマークを記入し組立時に間違いのないようにする。

　②トレイのボルトナット、トレイキャップ等は損傷しないように取り外し、清掃整備する。不良品は取替を行う。

　(3) デミスターおよびインターナル部品の取外し

①取り外したデミスター、インターナル部品は、機器番号、取付位置、方位札を付け保管する。また、合いマークを記入し組立時に間違いのないようにする。

②硫化鉄スケールにより自然発火の恐れのあるものは即水洗する。

　(4) 塔・槽内部にコーティングまたはライニングがされている機器内では、金属工具類の落下等により傷つけないようにする。

  10) 内部清掃

  (1) 清掃

内部の状況により蒸気清掃、水清掃、空気清掃、手工具清掃およびその組み合わせとする。

  ①蒸気清掃…低圧スチームを絞ったノズルより噴射して、スケール、ゴミを除去する。

  ②水、空気清掃…絞ったノズルより工業用水、エアーを噴出して、スケール、ゴミを

    除去する。

  ③手工具清掃…ほうきおよびスクレーパ等によりスケール、ゴミを除去する。

  (2) デミスターの清掃

  デミスターは分解し、水またはスチームにより洗浄を行う。洗浄直後取付復旧する場合は、水分を完全に除去する。

　11) 検査

  (1) 清掃完了後、各種検査を実施する。尚、清掃実施前に汚れ状況を確認する。

  (2) 検査結果により補修工事を行う。

  12) 内部部品の復旧

  塔・槽類のインターナルはその設備の本来の目的を発揮させるため、特に細心の注意が必要である。

　(1) トレイおよびマンウェイ組込み

  ①トレー取付前にパッキングを確認する。

  ②取外し時に付けた番号札を確認し、間違いのないよう取付ける。

  (2) デミスターおよびインターナルの組込み

      取外し時に付けた番号札を確認し、間違いのないよう取付ける。

　13) マンホール等の閉止

  (1) 塔・槽内部に人がいないことを確認する。

  (2) 塔・槽内部に工具等の置き忘れのないことを確認する。

  (3) マンホール等のガスケット面の清掃状態および傷の有無を確認する。

  (4) ガスケットにシート材、ボルトナットに指定の焼付防止剤が塗布されているか確認する。

  (5) 復旧するガスケットの材質、形状を確認する。

4.7 クレーン使用工事

  1)  免許・資格

  (1) 免許

　　　クレーン（吊上荷重５トン以上）、移動式クレーン、デリック運転士

  (2) 技能講習

　玉掛、床上操作式クレーン（吊上荷重５トン以上）、移動式クレーン（吊上荷重１トン以上５トン未満）

  (3) 特別教育

      クレーン（吊上荷重５トン未満）、移動式クレーン（吊上１トン未満）

  2)  移動式クレーンの運転・作業における災害発生原因

  　　災害発生原因の主なものは次の通りである。

  (1) 未熟な運転技術

  (2) 取扱い知識の不足

  (3) 粗暴運転

  (4) 運転操作のミス

  (5) 経験の過信

  (6) 馴れ合い運転及び作業

  (7) 安全装置の警報無視または機能の停止

  (8) 安全意識の欠如

  (9) 作業手順の不遵守

  (10)機械、安全装置等の点検・検査の不足

  3)  災害に結びついた原因

  (1) 複数施工会社の共同作業での問題点

  ①作業開始前の打ち合わせ事項がほとんど守られていなかった。

  ②業務分担が明確にされていなかった。

  ③相互の連絡・調整が不十分であった。

　④全体の作業指揮者が選任されていなかった。

　⑤移動式クレーンおよび作業者が、それぞればらばらの行動をした。

　⑥合図の統一がなされていなかった。

  (2) 作業開始前の確認および安全意識の欠如

  ①作業開始前点検を行わなかった。

  ②路肩が狭いので、アウトリガーを充分に張り出さなかった。

　③吊り荷の下に作業者がいないか確認せずに、吊り上げ作業を行った。

　④吊り荷の積み方が悪く、また卸し場所が狭かった。

　⑤高圧線接近作業で感電防止の措置を講じなかった。

  (3) 規制、作業基準の不徹底

  ①安全装置の警報を無視したり、機能を停止させて移動式クレーンの運転を行った。

　②合図者が吊り荷の下の作業者を安全な場所に誘導避難しなかった。

　③ジブ組立・解体作業基準が確立されていなかった。

　④定格荷重を超える荷を吊った。

　⑤作業指揮者を配置しなかった。

  4)  作業開始前に行うこと

  (1) 事前に現場監督者、作業者と作業方法・手順等についてよく打ち合わせを行うこと。

  (2) 合図者を決めること。

  (3) 作業前には必ず点検を行い、無負荷のならし試運転を行うこと。

        この時、安全装置、警報装置、ブレーキ等の機能を確認すること。

  (4) 作業する場所およびジブが旋回する範囲に障害物がないことを確かめておくこと。

  (5) 移動式クレーンの地盤が強固であるか確認すること。軟弱なところでは養生するなどの適切な処置を行うこと。

  (6) 機体を水平に設置すること。

  (7) アウトリガーを完全に張り出すこと。

  (8) 引き継いで作業を行う場合、作業前に引き継ぎ事項に対する必要な措置を取ってから慎重に試運転を行い、異常のないことを確認すること。

  5)  安全運転（安全作業）のポイント

  (1) 定められた合図者の合図に従って運転し、常にジブ先端の動きおよび吊荷の状態に注意すること。

  (2) 粗暴な運転は行わないこと。また、定格荷重を超える荷を吊り上げないこと。

  (3) 吊り荷の横引き、斜め吊りは行わないこと。

  (4) クレーン作業中は、下部走行体のトランスミッションは中立とし、トラッククレーン、ホイルクレーンはパーキングブレーキを掛けておくこと。

  (5) 作業中であることの標識や監視人を配置して、作業者の危険防止と通行者や通行車両に危害を与えることのないよう配慮すること。

  (6) 指定されたジブの傾斜角を超えてジブを起伏させないこと。

  (7) 作業を開始する時および旋回を行う前には警報を鳴らし周囲の人の注意を促すこと。

  (8) 荷を吊る場合は、必ず荷の重心の真上で吊ること。また、巻上げは衝撃を与えないようにゆっくりと行い、地切りしてから一旦停止し、吊り荷の水平、機械の安定、玉掛けワイヤーロープの掛かり具合等に異常が無いことを確認してから巻上げること。

  (9) 荷の上に人を乗せて吊り上げたり、吊荷の下に人を立ち入らせないこと。

  (10)作業中、移動式クレーンが傾くことの無いよう、地盤の状態に十分注意すること。

  (11)移動式クレーンは一般に後方より側方の方が安定性が悪いので、後方で吊った荷を側方に旋回する時はクレーンが転倒しないように注意すること。

  (12)運転者は荷を吊ったまま、運転位置を離れないこと。また作業を中止する時は、必ず吊り荷を降ろしておくこと。

  (13)重量物を吊って旋回するときは低速で行うこと。

  (14)巻き下げ速度は、吊り荷によって加速され速くなりやすいので、着床前に一旦停止してから徐々に巻き降ろすこと。

  (15)荷の巻き上げ、巻き下げ中、急ブレーキを掛けないこと。

  (16)ブレーキをロックする時は、歯止めの状態を確認すること。

  (17)旋回、ジブの起伏を急激に行わないこと。

  (18)風のあるときは作業を慎重に行うこと。１０分間の平均風速が１０ｍ／ｓ以上の時は、作業を中止すること。

  (19)共吊りは原則として行わないこと。やむを得ず２台の移動式クレーンで共吊りを行う場合は、作業指揮者の直接指揮の元に、次の点に留意して慎重に行うこと。

  ①事前に関係者と十分打合わせを行うこと。

　②なるべく同じ能力の移動式クレーンを使用すること。

　③移動式クレーンの配置を適切にすること。

　④玉掛け用ワイヤーロープの選定、掛け方を適切にすること。

　⑤１人の合図者の合図により作業を行うこと。

　⑥原則として、作業は巻上げ、巻き下げのみで行うこと。

  (20)荷を吊ったまま走行しないこと。

  (21)クレーンを移動するときは、ブームおよびアウトリガーを完全収納すること。

  (22)電線、高圧線の近くで作業を行う場合は、送電が停止されているか、感電防止用の囲いが設置されているか、電線に絶縁用防護具が装着されているか、監視人が置かれているか等を確認すること。

  (23)誤ってジブ、ワイヤーロープが電線に接触した時は、ジブ、ワイヤロープを電線から離すか、または電流が絶たれるまで可動式クレーンの運転室内にいること。移動式クレーンから出る場合は飛び出すようにすること。ステップを伝わって降りることは絶対しないこと。地上にいる人には、機体、フック等に絶対触れさせないこと。

  (24)運転中は、クレーンの各部の異常な音響、振動、発熱、臭気等に注意し、異常を発見した際には直ちに運転を停止して原因を調べるとともに、上司に報告して指示を受けること。

  (25)運転中に、掃除、給油、修理等は行わせないこと。

4.8 その他重機使用工事

  1)  運転資格

  　　建設機械の作業を行う者は以下の教育を受けなければならない。

  (1) 技能講習

　　　機体重量が３ｔ以上の建設機械の運転操作

  (2) 特別教育

　　　機体重量が３ｔ未満の建設機械の運転操作

  2)  作業前点検

  建設機械を使用するにあたり以下のような自主検査を行わなければならない。また、検査証を備え付ける。

  (1) 特定自主検査

      １年以内ごとに１回

  (2) 定期的な自主点検

　　　１月以内ごとに１回

  (3) 作業開始前の点検

  　　その日の作業開始前

  3)  点検内容

  　　上記の自主検査は項目ごとに点検内容が定められている。

  (1) 特定自主検査は、自主検査指針を参照のこと。

      定期的な自主検査は以下の項目について行う。

  ①ブレーキ、クラッチ、操作装置及び作業装置の異常の有無

  ②ワイヤーロープ及びチェーンの損傷の有無

  ③バケット、ジッパー等の損傷の有無

  (2) 作業開始前の点険は以下の項目について行う。

  ①ボルトナットが緩んでないか

  ②タイヤの破損や磨耗はないか

  ③エンジン始動後、各計器に異常はないか

  ④オイル、グリースなどの補給は適正か

  ⑤燃料塔槽類の水抜きはしたか等

  4)  建設機械の使用に係わる危険防止

  (1) 調査および記録

　　　地形、地質などの調査と結果の記録

  (2) 作業計画

  　　重機の種類、能力、運行経路、作業方法などの決定

  (3) 制限速度

  　　地形、地質の状態などに応じた速度の決定と遵守

  (4) 転落等の防止

  　　路肩の崩壊、地盤の沈下の防止、道板鉄板等の養生、誘導員の配置

  (5) 接触の防止

  　　接触危険箇所への立入禁止、誘導員の配置

  (6) 使用の制限

  　　構造上の安定度、最大使用荷重などの遵守

  (7) 用途外使用の制限

  　　主たる用途以外の使用の制限

  5)  作業時の注意事項

  (1) ショベル系掘削機械

  ①積み込みは平坦な場所で行い必要があれば整地する。

  ②バケットに荷を積んで走行する時は、バケットを地面近く迄下げて低速で走行する。

  ③急発進や急停止、急旋回は行わない。

  ④バケットやダンプトラックからこぼれ落ちた岩石は取り除いておく。

  ⑤用途以外の使用は行わない。

  ⑥作業員を作業半径内に立ち入らせない。

  (2) ダンプトラック

  ①構内速度を低速に設定する。（20km/h程度）

  ②原則として車両同士の追い越しを禁止する。

      ③勾配の急な上り坂の頂上や下り坂、見通しの悪い交差点、急なカーブは標識を設置

        し徐行する。

  ④タイヤの磨耗状況、空気圧などのチェック

  ⑤積載荷重を超えて荷を積まない。

  (3) 杭打ち機

  ①組立、解体移動は作業指揮者を選任し作業を行う。

  ②アースは規定の電線で確実に取る。

  ③キャプタイヤケーブル、油圧ホースが損傷しないよう養生する。

  ④走行路は水平にし、不同沈下のないように鉄板等で養生をする。

⑤運転者が運転位置を離れるときはハンマを降ろし電源スイッチを切り逸走防止措置を講ずる。

4.9 トラブル事例

  1)  仕切板・配管脱着時のトラブル

  (1) フランジ開放時、風下で作業中の作業員が配管内の残留ガスを吸って倒れた。

  (2) 高所作業時、工具（スパナ）を落とし、下に有った器具を壊した。

  (3) 仕切板を取外しガスケットを挿入する時、寸法違いのものを入れたためテスト時  漏洩した。

  (4) 鋳物バルブにＲＦフランジの配管を接続した為配管熱膨張により破損した。

  (5) 規定以下の厚さの仕切板を使用したため、配管テスト後に抜けなくなった。

  2)  火気使用時のトラブル

  (1) 溶接キャプタイヤケーブルが被覆不良で焼損した。

  (2) 電工ドラムに漏電遮断器がなかったため、サンダーの絶縁不良で感電した。

  (3) フランジ溶接時配管に内圧がかかり、ヘキサプラグが飛んだ。

  (4) 高所作業の火気養生が悪かったため、火の粉により地上のケーブルが焼損した。

  (5) 溶接作業中に落下した溶接火の粉がトレンチ内で発煙した。

  (6) 配管工事場所近くで塗装を行ったところ、塗料に引火した。

  (7) 粘土シールで作業中、オペレーターが上流バルブを開放したためシールが抜けた。

  3)  高所・足場組立作業時のトラブル

  (1) 足場組立時材料を吊っていたところ、ロープから擦りぬけ落下した。

  (2) 足場板の結束不良のため、作業員が足場板と共に落下した。

  (3) 作業員が足場板上を移動中、工具につまずき工具を落下させた。

  (4) 煙突塗装中に高所で塗料缶を倒し、周辺の車両等の上に塗料が飛散した。

  (5) 塔槽類側板の錆落し中スケールが飛散した。

  4)  容器内作業時のトラブル

  (1) 塔槽内の清掃中に作業員が酸欠で倒れた。

  (2) 槽内の清掃中スケール（硫化鉄）が発火した。

  (3) 槽内の酸欠防止の為空気を送気するところ間違って窒素線を接続した。

  (4) 塔槽類の屋根板ガス切断時に屋根裏の油分が燃焼、発煙した。

  (5) 塔槽類内面アルミ溶射により酸素欠乏となった。

  5)  クレーン作業時のトラブル

  (1) アウトリガー張出し部の路盤養生が悪く、クレーンが傾いた。

　(2) 狭い場所での作業中、クレーン旋回時電灯ポールを倒した。

　(3) １本吊りをして資材が落下した。

  (4) 作業指示者と無線で交信中、指示間違いで壁に資材が接触した。

  (5) ブームを完全に収納せずに走行したため、パイプラックを破損した。

　6)　その他重機作業時のトラブル

  (1) ユニック車がブームを伸ばしたまま走行し、架空配管を損傷した。

  (2) バックホーにて掘削中、埋設ケーブルを折損し停電した。

  (3) 大型トラックが路肩に停車中、地盤が軟弱だったため埋まり込んだ。

  (4) ユニツク車で塔槽類内に機材を搬入中トラックが転倒した。

  (5) トレーラーで杭打機を運搬中パイプラックに接触損傷した。

  (6) 高圧電気ケーブルトレンチに大型トラックが乗り上げ蓋が損傷した。
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